
大学共同利用機関における学術研究の推進

１．全国共同利用システムの中核拠点

研究者コミュニティによる運営

大学共同利用機関法人

設置

機関 機関機関

運営会議（※） 運営会議 運営会議

教育研究評議会 役員会 経営協議会

外部委員の参加により､研究課題の設定や共同研究の
実施方法などに係る研究者コミュニティの意見を運営に反映

研究者コミュニティとの緊張感のある関係を構築

※法人化前から外部に開かれた運営体制がとられている。

・役員会、経営協議会など国立大学法人と

同様の制度を有する。なお、教育研究評議会

については外部の関連研究者の参画を法律上

規定。

◎大学共同利用機関を設置

①個別の大学では運転や維持が困難な施設・設備、学術資料等を共同利用。

②研究者コミュニティの求めに応じて共同研究の機会を提供。

③外部の研究者が参画する運営会議等を設け、研究者コミュニティの

意見を運営に反映。研究者コミュニティとの緊張感ある関係を構築。

④全国共同利用の大学附置研究所、研究施設とともに、研究拠点

（ネットワーク・ハブ）としての役割。（我が国独自の全国共同利用システム）

＜大学共同利用機関の設立例＞
Ｓ４６ 高ｴﾈﾙｷﾞｰ物理学研究所 我が国初の大学共同利用機関

大型設備利用型 Ｓ４６～Ｓ４９ 陽子加速器建設
Ｓ４７ 国文学研究資料館 学術資料収集・保存・提供型
Ｓ６１ 学術情報センター（東京大学文献情報センターの改組）

学術情報基盤提供型 Ｓ６２ 「ＳＩＮＥＴ」運用開始
Ｓ６３ 国立天文台（東京大学東京天文台等の改組・転換）

大型設備利用型 Ｈ３～Ｈ１１ すばる建設
Ｈ元 核融合科学研究所（名古屋大学プラズマ研究所等の改組・転換）

大型設備利用型 Ｈ２～Ｈ９ ＬＨＤ建設
Ｈ１３ 総合地球環境学研究所 最も新しい大学共同利用機関

共同研究型

大学共同利用機関
個々の組織の枠を越えた形での
共同利用・共同研究の拠点として､

全国の研究者の英知が結集

共同研究員による全国共同利用システム

研究開発型
独立行政法人私立大学

公立大学

国立大学

外国研究機関

民間研究機関



２．学術研究のＣＯＥ

機能・形態 ※実際は、大型設備利用型や学術資料提供型においても共同研究が行われるなど複合的である。

○大型設備利用型・・・大型の施設・設備を有し､共同利用に供するもの
国立天文台〔すばる〕、核融合科学研究所〔ＬＨＤ〕、素粒子原子核研究所〔Ｂファクトリー〕、物質構造科学研究所〔ＰＦ〕

○学術資料提供型・・・学術資料を収集・保存し､共同利用に供するもの
国立歴史民俗博物館〔歴史資料〕、国文学研究資料館〔日本文学資料〕、国際日本文化研究センター〔日本研究資料〕、
国立民族学博物館〔標本資料〕、国立遺伝学研究所〔ＤＤＢＪ〕

○共同研究型・・・全国の最先端の研究者が一堂に会し、共同研究あるいは研究討論を行うもの
総合地球環境学研究所〔年間３２件〕、基礎生物学研究所〔４８件〕、生理学研究所〔４９件〕、分子科学研究所〔１０７件〕、
国立極地研究所〔２３件〕、統計数理研究所〔９７件〕 ※件数は各機関のパンフレットによる。

○学術情報基盤提供型・・・研究・教育にかかる情報基盤となる設備等につき、整備及び提供を行うもの
国立情報学研究所〔ＳＩＮＥＴ〕

①個々の研究者の自由闊達な発想と知的好奇心、探究心に根ざした研究意欲を源泉として真理の探求を目指す学術研究を推進。
②共同利用・共同研究を軸とした当該研究分野の卓越した研究拠点｡
③当該研究分野における世界に対する日本の拠点｡

→我が国の当該研究分野の研究活動全体の活性化。

３．大学の人材養成と一体となった研究

大学院学生の受入れを行うなど、研究と教育を一体的に実施し、人材養成に貢献。
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